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本基準は、CCCMKホールディングス株式会社（以下「当社」といいます）が保有又は利用可能

な各種媒体に掲載される広告に適用される基準です。広告掲載を委託する広告主は、本基準を遵

守しなければなりません。なお、当社は、本基準（各商品やサービスのカテゴリー毎に掲載基準

を設けている場合は、当該基準も含むものとします）の各条項を随時変更することができるもの

とします。広告主は、都度、当該時点で有効な本基準を確認の上、最新の内容に従うものとしま

す。 

 

第 1章 広告掲載の可否判断について 

1． 当社媒体の場合 

本基準に記載されている事項をすべて満たしている場合でも、当社の個別の判断により、広告

の掲載をお断りする場合や、本基準に記載される事項を満たしていない場合であっても、掲載

をお受けすることがございます。いずれの場合も、当該可否判断の理由を回答できない場合が

ございます。 

2． 当社以外の媒体の場合 

当社以外の媒体の場合の可否判断の決定権は、媒体社にあるものとします。この場合、媒体社

の基準により、広告の掲載をお断りする場合がございます。また、当該可否判断の理由を回答

できない場合がございます。 

3． 競合及び提携先基準の影響を受ける場合 

受託する広告が、当社の競合となるサービスに関する広告である場合や、当社の提携先が個別

に定める掲載基準やガイドライン等に従った結果、当社の判断または提携先の基準により、広

告の掲載をお断りする場合がございます。また、当該可否判断の理由を回答できない場合がご

ざいます。 

4． 会員利益の確保 

当社は、当社が定める「T会員規約」（以下、単に「T会員規約」といいます）に同意した会員

（以下「T会員」といいます）に向けた広告を主に取扱っておりますので、T会員にとって有

用性の低いもの、公序良俗に反すると解されるもの等、T 会員向けサービス（「T 会員規約」

第 1条第 2項に定めるサービスをいいます。以下同じ）の一環で、T会員に提供する広告とし

て不適切と当社が判断したものを広告として掲載することはできません。また、T会員向け以

外の広告の出稿を、当社が受託する場合も同様とします。 

5． その他の事項 

本基準のほか各商品やサービスのカテゴリー毎に掲載基準を設けている場合は、当該基準に

従うものとします。 

6． 掲載責任の所在 

本基準に従い、広告の掲載の可否判断を当社がした場合でも、掲載を申し込みする広告主は、

掲載を申し込んだ広告（広告の内容、商品、サービスや記載事項を含むものとします）に関す

る責任を負わなければなりません。なお、掲載を申し込んだ広告主は、当該広告の掲載の結果、

当社が損害を受けた場合は、その損害を賠償する責を負わなければならないものとします。 

 

第 2章 広告記載事項に関すること 

1. 広告主は、広告の主体者を明確にする目的で、広告内（リンク先に遷移する広告の場合は、

リンク先の広告内）に、以下の記載をしなければなりません。また、広告主が出稿できる広

告は、日本国内でサービスを提供するものでなければなりません。 

① 広告主の名称（会社名又は氏名） 

② 住所及び問い合わせ先（メールアドレス、電話番号、問い合わせフォーム等） 

2. 広告において訴求する内容、商品又はサービス等の情報の記載が不明瞭であると判断できる



場合は、掲載をお断りする場合がございます。 

3. 年齢による制限やその他の制限がかかる、例えば以下のような広告を、制限される年齢等の

対象者に告知することはできません。 

① たばこ 

② アルコール飲料 

③ インターネット異性紹介事業、結婚紹介業 

④ 金融商品取引業、商品先物取引業、貸金業 

⑤ ギャンブル、パチンコ 

⑥ 年齢制限のあるゲームコンテンツや映画など 

⑦ その他、当社が年齢による制限が必要と判断したもの 

4. T 会員又は広告を目にする者の迷惑となるものや意図しない動作をするような広告を掲載す

ることはできません。 

5. 広告内容とリンク先に遷移する広告内容が異なるなど、リンク先の広告内容が関連する内容

でない場合は、広告を掲載することはできません。広告主以外の第三者によるポップアップ

広告や、広告主以外の別画面が表示される等の場合も含まれます。 

 

第 3章 景品表示法（不当景品類及び不当表示防止法）について 

1. 不当表示の禁止 

広告に記載される商品やサービスが、実際よりも優良であると誤認させたり、他のものより

も優良であると誤認させたりする優良誤認表示や、実際よりも安価であると誤認させたり、

他のものよりも安価であると誤認させたりする有利誤認表示などの不当表示となる広告の掲

載を禁じます。例えば以下のような記載にご留意ください。 

① 「無料」などの記載が広告内に含まれる場合は、「無料」の内容について、誤認されない

よう具体的な内容の記載がなければなりません。なお、一部無料などの場合で、有料のも

のと無料のものが混在する場合、タイトル等に「無料」の表現をしてはなりません。 

② 「体験版」、「トライアル」などの記載が広告内に含まれる場合は、正規品との違いについ

て、誤認されないよう具体的な内容の記載がなければなりません。 

③ 「通常価格」を記載するなどして、販売価格を比較対照価格とする二重価格表示を行う場

合に、同一の商品について最近相当期間にわたって販売されていた価格とはいえない価

格を比較対照価格に用いるときは、当該価格がいつの時点でどの程度の期間販売されて

いた価格であるか等その内容を正確に表示されていない場合は、表示できません。 

④ 「初回限定価格」のみの表示だけで、申込みを受付け、実際には「初回限定価格」とは異

なる価格で定期購入が条件の場合、定期購入価格と定期購入の最低購入回数などを正確

に表示しなければなりません。 

⑤ 「今だけ」など、期間を限定した記載が広告内に含まれる場合は、具体的な期間を明記し

なければなりません。 

⑥ サプリなどの健康食品について、合理的な根拠なく、あたかも健康になるかのような表示

はできません。 

⑦ 除菌グッズ等の商品の使用について、合理的な根拠なく、あたかも使用するだけで商品に

含まれる化学物質の効果により、身の回りのウィルスが除去されるかのような表示はで

きません。 

⑧ おとり広告に関する表示等、商品またはサービスの供給量が著しく限定さているにもか

かわらず、その旨を明示していない表示はできません。 

 

2. 虚偽表示の禁止 



事実と異なることを記載した広告または事実と異なることが疑われる表現を含む広告の出稿

を禁じます。例えば以下のような記載にご留意ください。 

① 「産地」の記載がある場合は、正しく記載しなければなりません。 

② カシミア以外の毛も含まれているものに「カシミア 100%」と表示できません。 

3. 比較広告の掲載について 

比較広告を掲載する場合は、比較される数値や事実が実証される事項に基づいていることや

比較の手法が公正でなければなりません。なお、第三者との比較広告や、第三者の業務妨害

となるおそれがあるものについては掲載できません。例えば以下のような記載にご留意くだ

さい。 

① 「この技術は日本で当社だけ」などの表示をしているにもかかわらず、実際には、他社で

も同様の技術がある場合は表示できません。 

② 「無金利ローンで買物ができるのは当社だけ」などの表示をしているにもかかわらず、実

際には、他社でも同じサービスを行っている場合は表示できません。 

4. 最上級表現の記載について 

最上級表現（「No.1」、「日本初」、「唯一」、「他にはない」、「最大」など）は、第三者による根

拠の併記を要します。この場合、以下に記載する根拠となる結果をご提出いただく場合がご

ざいます。 

・官公庁、公的機関の統計資料 

・広告主と資本関係のない新聞、雑誌等の大手出版社の出版物による調査結果 

・広告主と資本関係のないリサーチ会社等による調査結果 

・「自社調べ」の場合は、合理的な調査結果 

5. 数値、数字表現の記載について 

パーセント数値（「満足度 99%」など）や具体的な数字（「マンション販売実績 1234戸」など）

を挙げた表現の記載の場合、事実確認のため、根拠となる資料をご提出いただく場合がござ

います。また、ご提出いただけない場合や事実でないことが判明した場合は、掲載前後によ

らず、掲載をお断りさせていただきます。 

6. 公正競争規約の遵守 

広告主は、各業界で定める公正競争規約の遵守が求められる内容の広告は、当該公正競争規

約の表示を遵守しなければなりません。 

7. 事業者の表示 

広告主は、広告が広告主による表示であることを明瞭にしなければなりません。例えば、広

告内容が媒体社又は第三者により編集されたコンテンツであると誤認される可能性がある場

合など、消費者にとって広告であることが分かりにくい場合は、広告の目的で表示されてい

るものである旨を分かりやすく表示しなければなりません。 

 

第 4章 その他の法令の遵守について 

1. 広告主は、広告内容について、各種法令、厚生労働省が定める「医療広告ガイドライン」の

ほか、各種業界で定める広告に関するガイドラインを遵守しなければなりません。 

2. 広告主が、化粧品、医薬品、医薬部外品、健康食品、健康雑貨等の広告の掲載を委託する場

合、「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」の規制を遵守し

た表現内容でなければなりません。 

3. 広告主が、インターネット事業者の場合、「特定商取引法」に基づく表記をしなければなりま

せん。 

4. 広告主が、機能性表示食品、特定保健用食品（トクホ）の広告の掲載を委託する場合、消費

者庁ホームページにおいて、「機能性表示食品届出情報」のデータベースで確認でき、または



「特定保健用食品許可品目一覧」に掲載される食品でなければならず、広告内に、消費者庁

に届け出た内容と同一の注意事項、届出番号、効能効果を記載しなければなりません。 

5. 広告主は、「消費税法」を遵守し、広告においてあらかじめ価格を表示する場合には、税込価

格（消費税額及び地方消費税額を含めた価格）を表示しなければなりません。 

6. 広告主が、広告の実施に関し法令上必要な手続きのある場合は、当該手続きがなされていな

ければなりません。 

7. 前各項のほか、広告主が遵守すべき各種法令及びガイドラインの規制を遵守した表現内容で

なければなりません。 

 

第 5章 掲載できない広告について 

1. 法令に違反し、又は、違反するおそれのあるもの 

2. 各業界団体等が定める公正競争規約や自主規制などに違反する、又は、違反するおそれのあ

るもの 

3. 公序良俗に反するものや権利侵害等の以下に記載する事項に該当する内容の広告 

（1） 法律、各関係法規、条例、通達、業界特有の規制等に違反する（著作権や商標権等の

知的財産権の侵害を含む）広告またはそのおそれのあるもの 

（2） 他人の肖像や氏名、談話、著作物などを無断で使用しているもの 

（3） オリンピック、国際博覧会、ワールドカップなどで使用されるマーク、標語、呼称等

を正当な許可なく無断で使用しているもの 

（4） 広告の責任の所在や実態、内容が不明瞭なもの 

（5） 広告目的が不明確で、閲覧したときにサービス内容が理解しづらい広告 

（6） 虚偽、誇大な表現により誤認を与えるものまたはそのおそれのある広告 

（7） 公正かつ客観的な根拠なく、最大級や No1等絶対的表現を使用した広告 

（8） インターネットまたはオンラインショッピング等の安全性に不安要素があるもの 

（9） 詐欺的なものやいわゆる悪質商法とみなされるもの 

（10） 犯罪や暴力、売春、麻薬、反社会的勢力などを肯定、示唆、助長、美化し、社会的秩

序をみだすもの 

（11） 青少年の健全な育成を妨げるもの 

（12） 過度に射幸心、投機心を煽るものや、享楽的な面を強調しているもの 

（13） 誹謗中傷や名誉棄損、プライバシーの侵害、信用棄損、業務妨害などにより基本的人

権を損なうもの 

（14） 偏見を起こさせるもの、当事者の心情を損なうもの 

（15） コンプレックス部分を助長または刺激するものや、露骨に表現したようもの 

（16） 性に関する表現が露骨でわいせつなもの、品位を損なうもの、不快感や羞恥嫌悪の情

を起こさせるもの、過度な肌の露出のあるもの（この場合、一般的な下着の販売にお

けるモデル写真は除く） 

（17） 醜悪、残虐、猟奇的、病気や死などに関する表現が、不快感や恐怖心を起こさせるも

の 

（18） 広告物が閲覧時に振動したり、点滅や不快な音声を発したりなど、利用者に不快感を

与えるようなもの 

（19） 非科学的な根拠により、人心を惑わせるものや、恐怖心、不安感を起こさせるもの 

（20） 特定の政治活動とみなされるもの 

（21） 思想、信条などにおいて、中立的立場を欠くもの 

（22） 広告主が事件を引き起こしたり、社会的に糾弾されたりなど、利用者に不利益が及ぶ

もの 



（23） 広告の内容が係争中のもの 

（24） 日本語以外の言語のみの広告 

4. 以下のような商品、サービスに関するもの 

（1） 未承認医薬品、海外の医療機器、脱法ドラッグ、合法ハーブ等に類するもの 

（2） 金融庁に仮想通貨交換業の登録をしていない仮想通貨交換に類するもの 

（3） 模倣品、偽造品 

（4） マルウェア等の不正かつ有害に動作させる目的で作成された悪意のあるソフトウェ

アに該当するもの 

（5） 賭博罪に該当するもの及びそのおそれのあるもの 

（6） 性的な商品及びアダルト、アダルト用品、アダルト要素の見受けられる商品またはサ

ービスサービス（この場合、一般的な下着の販売におけるモデル写真は除く） 

（7） 閲覧する者が不快感を覚えるもの 

（8） ビジネスモデルが不明瞭なものや広告配信のみで利益を得ているもの（空メール登録

を主としたコンテンツ等） 

（9） 主に武器として使用されるもの 

（10） 無限連鎖講（ねずみ講）、連鎖販売取引（マルチ商法）に類するもの 

（11） 盗撮や盗聴などの違法行為を助長するような物品 

5. その他、当社が T会員向けサービスとして不適切と判断したもの 

 

第 6章 広告掲載時の免責事項について 

1. 当社は、広告主から受託した広告の効果、行動ターゲティング広告等の精度についてなんら

保証しません。 

2. 停電・通信回線の事故、天災等の不可抗力、通信事業者の不履行、インターネットインフラ

ストラクチャーその他サーバー等のシステム上の不具合、緊急メンテナンスの発生など、当

社の責に帰すべき事由以外の原因により、当社が負う広告掲載の義務の全部又は一部を履行

できなかった場合、当社はその責を問われないものとします。 

3. 予期せぬ大災害や不可抗力が発生した時には、利用者への配慮から、広告主に事前に通知す

ることなく、当社の裁量で、以降の広告の掲載を中止、停止、または広告内容の一部変更等、

被災者の方に配慮した対応をする場合がございます。この場合、広告主は、当社に対し損害

賠償請求その他一切の請求をすることができません。 

4. 広告主から受託した広告に関する利用者又はその他の第三者からのクレームが多発した場合、

掲載した広告のリンク先が存在しない（デッドリンク）場合や広告主の広告制作物の不具合

を原因として、リンク先に遷移しない、広告が表示されないなど、広告の掲載を継続しがた

い合理的な理由がある場合は、当社の裁量により、何ら制限を受けることなく当該広告の掲

載を中止又は停止することができるものとします。なお、この場合、広告主自らの責任にお

いて当該クレーム等の対処をしなければならず、広告主は、当社に対し損害賠償請求その他

一切の請求をすることができません。 

 

 

以上 

 

 

 

 


